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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期
連結累計期間

第47期
第１四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成27年３月21日
至 平成27年６月20日

自 平成28年３月21日
至 平成28年６月20日

自 平成27年３月21日
至 平成28年３月20日

売上高 (千円) 10,656,885 10,548,915 43,818,976

経常利益 (千円) 902,247 288,686 3,661,153

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 464,712 226,208 2,299,072

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 495,263 △60,950 1,236,373

純資産額 (千円) 23,354,805 23,295,231 23,813,317

総資産額 (千円) 47,363,691 44,755,478 45,077,381

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 22.66 11.03 112.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 22.65 ― 112.08

自己資本比率 (％) 49.2 51.8 52.6
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第47期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

 なお、前連結会計年度において非連結子会社であったPT. ALINCO RENTAL INDONESIAは重要性が増したため、当第１

四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　また、前連結会計年度において持分法非適用関連会社であったPT. KAPURINDO SENTANA BAJAは重要性が増したた

め、持分法適用の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

　

(1) 業績の状況　　

当第１四半期のわが国経済は、急速な円高による企業収益の悪化懸念や株式市場の不安定な動向による消費マイ

ンドの悪化によって、足踏み状態が続いています。

当社グループの主な関連業界である建設及び住宅関連業界を取り巻く環境も、社会インフラの改修整備に対する

需要や民間住宅投資の回復を背景に先行きの明るさは維持していますが、国内経済の足踏み状態の影響を受けてい

ます。

このような状況のなか、売上高は建設機材セグメントおよび電子機器セグメントが前年同期に比べて減少した結

果、前年同期比1.0％減の105億48百万円となりました。利益面では、販売費及び一般管理費の増加によって営業利

益は前年同期比15.5％減の５億59百万円となりました。経常利益は前年同期比68.0％減の２億88百万円となりまし

た。これは急速な円高の進展によって、為替予約のヘッジ効果から生じた前年同期の為替差益１億92百万円が、当

第１四半期は３億12百万円の為替差損となったためであります。経常利益の減少によって、親会社株主に帰属する

四半期純利益は前年同期比51.3％減の２億26百万円となりました。

　

各セグメントの状況は次のとおりであります。なお、セグメント区分の売上高はセグメント間の内部売上高を含

んでおりません。

　

各セグメントの名称
売上高 セグメント利益又は損失（△）

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

建設機材関連事業 3,284 △12.3 346 △22.6

レンタル関連事業 3,390 3.9 △16 ―

住宅機器関連事業 3,019 10.8 75 △50.9

電子機器関連事業 855 △7.4 60 △43.7

報告セグメント計 10,548 △1.0 466 △42.7

調整額 ― ― △178 ―

連結損益計算書計上額 10,548 △1.0 288 △68.0
 

(注) １ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない為替差損益や支払利息な

どの営業外収益及び営業外費用であります。

 
建設機材関連事業

当事業の売上高は、前年同期比12.3％減の32億84百万円となりました。社会インフラの改修整備や耐震・リ

フォーム工事などの需要は継続していますが、工事従事者の不足などから生じる工期の延長や着工の先送りなどに

よって、期初はレンタル会社の購買意欲に足踏み感が出ました。

損益面では、売上高の減少によりセグメント利益が前年同期比22.6％減の３億46百万円となりました。　
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レンタル関連事業

当事業の売上高は、前年同期比3.9％増の33億90百万円となりました。中高層レンタル部門において次世代足場や

アルミ作業台などを中心に機材の稼働が好調に推移しました。

損益面では、レンタル資産に係る減価償却費の増加などにより売上総利益率が低下した結果、セグメント損失が

16百万円となりました。　

 
住宅機器関連事業

当事業の売上高は、前年同期比10.8％増の30億19百万円となりました。アルミ製品の販売が機械工具ルートなど

を中心に増加したほか、フィットネス関連の販売も好調に推移しました。

損益面では、急速な円高の進展による為替予約のヘッジ効果減少によりセグメント利益が前年同期比50.9％減の

75百万円となりました。　

　

電子機器関連事業

当事業の売上高は、前年同期比7.4％減の８億55百万円となりました。消防無線のデジタル化が本年５月に期限を

迎えたことからデジタル消防無線機関連の販売が減少しました。　

損益面では、売上高の減少によりセグメント利益が前年同期比43.7％減の60百万円となりました。　

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第１四半期末の総資産は447億55百万円となり、前期末に比べ３億21百万円減少しました。その内訳は、流動

資産が272億69百万円（前期末比41百万円増）、固定資産が174億86百万円（前期末比３億63百万円減）でありま

す。固定資産の主な減少要因は、PT. ALINCO RENTAL INDONESIAを新たに連結の範囲に含めたことに伴う関係会社

株式の減少によるものです。

（負債）

当第１四半期末の負債は214億60百万円となり、前期末に比べ１億96百万円増加しました。その内訳は、流動負

債が137億66百万円（前期末比65百万円減）、固定負債が76億93百万円（前期末比２億62百万円増）であります。

固定負債の主な増加要因は、長期借入金の増加であります。

（純資産）

当第１四半期末の純資産は232億95百万円となり、前期末に比べ５億18百万円減少しました。その内訳は、親会

社株主に帰属する四半期純利益が２億26百万円となり、配当を３億69百万円実施したことなどによるものです。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発活動に係る費用の総額は62百万円であります。なお、当該金額は既

存製品の改良、応用等に関する費用であり、「研究開発費等に係る会計基準」(企業会計審議会）に規定する「研

究開発費」として計上すべき金額はありません。

また、当第１四半期連結累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,200,000

計 35,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,039,326 21,039,326
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 21,039,326 21,039,326 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月20日 ― 21,039,326 ― 6,361,596 ― 3,996,797
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直前

の基準日(平成28年３月20日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年３月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 528,400

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,507,900
 

205,079 ―

単元未満株式 普通株式 3,026
 

― ―

発行済株式総数 21,039,326 ― ―

総株主の議決権 ― 205,079 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,600株(議決権36個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
アルインコ㈱

大阪府高槻市
三島江１丁目１番１号

528,400 ― 528,400 2.51

計 ― 528,400 ― 528,400 2.51
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年３月21日から平成

28年６月20日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年３月21日から平成28年６月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月20日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,396,604 5,298,777

  受取手形及び売掛金 12,216,583 11,822,443

  商品及び製品 5,966,355 5,913,549

  仕掛品 660,434 762,238

  原材料 1,590,614 1,605,969

  繰延税金資産 469,106 549,951

  その他 932,894 1,321,063

  貸倒引当金 △4,447 △4,737

  流動資産合計 27,228,146 27,269,256

 固定資産   

  有形固定資産   

   レンタル資産 20,135,490 20,525,099

    減価償却累計額 △16,807,581 △17,027,562

    レンタル資産（純額） 3,327,909 3,497,537

   建物及び構築物 7,530,763 7,725,688

    減価償却累計額 △4,016,907 △4,086,005

    建物及び構築物（純額） 3,513,855 3,639,683

   機械装置及び運搬具 2,331,795 2,329,969

    減価償却累計額 △1,159,281 △1,209,742

    機械装置及び運搬具（純額） 1,172,513 1,120,226

   土地 2,971,010 3,461,265

   その他 2,430,510 2,504,380

    減価償却累計額 △2,073,810 △2,106,795

    減損損失累計額 △31,024 △31,024

    その他（純額） 325,676 366,560

   有形固定資産合計 11,310,966 12,085,274

  無形固定資産 197,564 185,540

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,521,960 2,376,199

   長期貸付金 11,715 17,262

   破産更生債権等 478 142

   退職給付に係る資産 1,750,761 1,811,173

   繰延税金資産 20,287 21,268

   その他 1,039,030 992,653

   貸倒引当金 △3,528 △3,292

   投資その他の資産合計 6,340,704 5,215,407

  固定資産合計 17,849,235 17,486,222

 資産合計 45,077,381 44,755,478
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月20日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月20日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,422,167 6,753,662

  短期借入金 3,854,650 4,424,000

  未払法人税等 527,513 184,798

  賞与引当金 619,483 303,943

  リコール損失引当金 16,432 14,191

  その他 1,392,060 2,085,747

  流動負債合計 13,832,307 13,766,342

 固定負債   

  長期借入金 6,172,442 6,426,330

  退職給付に係る負債 112,885 113,686

  役員退職慰労引当金 200,415 198,682

  関係会社事業損失引当金 137,210 137,210

  繰延税金負債 493,858 505,384

  その他 314,944 312,610

  固定負債合計 7,431,756 7,693,905

 負債合計 21,264,064 21,460,247

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,361,596 6,361,596

  資本剰余金 4,812,424 4,812,424

  利益剰余金 11,971,371 11,833,425

  自己株式 △172,128 △172,128

  株主資本合計 22,973,265 22,835,319

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 202,191 189,710

  繰延ヘッジ損益 △254,456 △330,727

  為替換算調整勘定 611,902 339,780

  退職給付に係る調整累計額 170,607 163,386

  その他の包括利益累計額合計 730,244 362,150

 非支配株主持分 109,807 97,761

 純資産合計 23,813,317 23,295,231

負債純資産合計 45,077,381 44,755,478
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年３月21日
　至 平成27年６月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
　至 平成28年６月20日)

売上高 10,656,885 10,548,915

売上原価 7,659,227 7,557,276

売上総利益 2,997,658 2,991,639

販売費及び一般管理費 2,335,835 2,432,486

営業利益 661,823 559,153

営業外収益   

 受取利息 3,525 4,208

 受取地代家賃 16,208 15,342

 為替差益 192,903 -

 作業屑等売却益 8,773 9,025

 持分法による投資利益 23,731 21,242

 その他 28,835 24,197

 営業外収益合計 273,977 74,016

営業外費用   

 支払利息 19,477 14,262

 支払地代家賃 6,115 6,115

 為替差損 - 312,027

 その他 7,961 12,077

 営業外費用合計 33,553 344,482

経常利益 902,247 288,686

特別利益   

 有形固定資産売却益 164 71

 補助金収入 - ※１  103,019

 特別利益合計 164 103,090

特別損失   

 有形固定資産除売却損 4,994 272

 投資有価証券売却損 - 26,032

 特別損失合計 4,994 26,304

税金等調整前四半期純利益 897,417 365,472

法人税、住民税及び事業税 393,958 178,121

法人税等調整額 53,491 △29,402

法人税等合計 447,450 148,718

四半期純利益 449,967 216,754

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △14,745 △9,454

親会社株主に帰属する四半期純利益 464,712 226,208
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年３月21日
　至 平成27年６月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
　至 平成28年６月20日)

四半期純利益 449,967 216,754

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 25,127 △11,245

 繰延ヘッジ損益 △17,336 △76,271

 為替換算調整勘定 37,506 △181,731

 退職給付に係る調整額 1,291 △7,220

 持分法適用会社に対する持分相当額 △1,293 △1,234

 その他の包括利益合計 45,296 △277,704

四半期包括利益 495,263 △60,950

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 509,769 △48,905

 非支配株主に係る四半期包括利益 △14,505 △12,044
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(連結の範囲の重要な変更)

前連結会計年度において非連結子会社であったPT. ALINCO RENTAL INDONESIAは、重要性が増したため、当第１

四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

(持分法適用の範囲の重要な変更)

前連結会計年度において持分法非適用関連会社であったPT. KAPURINDO SENTANA BAJAは、重要性が増したため、

当第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲に含めております。

 
(会計方針の変更等)

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。)および「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。) 等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸

表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間および前

連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)および

事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

 
(追加情報)

 (法人税率の変更等による影響額）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、平成28年４月１日以後に開始する連結会計

年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は、平成29年３月21日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

30.7％に、平成30年３月21日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.5％となりま

す。

この税率変更による四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。　

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１ 補助金収入は、「丹波市企業誘致促進補助金」によるものです。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

  
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年３月21日
　至 平成27年６月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
　至 平成28年６月20日)

 減価償却費　（千円） 469,189 565,508
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年３月21日 至 平成27年６月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月１日
取締役会

普通株式 389,706 19.0 平成27年３月20日 平成27年６月１日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。　

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年３月21日 至 平成28年６月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月２日
取締役会

普通株式 369,195 18.0 平成28年３月20日 平成28年５月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年３月21日 至 平成27年６月20日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額建設機材

関連事業
レンタル
関連事業

住宅機器
関連事業

電子機器
関連事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 3,746,725 3,261,433 2,724,918 923,808 10,656,885 ― 10,656,885

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

581,211 4,252 274,884 11,381 871,730 △871,730 ―

計 4,327,937 3,265,686 2,999,802 935,189 11,528,616 △871,730 10,656,885

セグメント利益 447,918 105,696 154,458 107,158 815,231 87,015 902,247
 

(注) １ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ セグメント利益の調整額87,015千円は全社損益であります。全社損益は、主に報告セグメントに帰属し

ない為替差損益や支払利息などの営業外収益及び営業外費用であります。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年３月21日 至 平成28年６月20日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額建設機材

関連事業
レンタル
関連事業

住宅機器
関連事業

電子機器
関連事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 3,284,044 3,390,044 3,019,070 855,756 10,548,915 ― 10,548,915

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

400,134 366 311,410 6,242 718,153 △718,153 ―

計 3,684,179 3,390,411 3,330,480 861,998 11,267,069 △718,153 10,548,915

セグメント利益又は損失（△） 346,873 △16,259 75,860 60,376 466,851 △178,164 288,686
 

(注) １ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△178,164千円は全社損益であります。全社損益は、主に報告セ

グメントに帰属しない為替差損益や支払利息などの営業外収益及び営業外費用であります。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年３月21日
至 平成27年６月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
至 平成28年６月20日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 22円66銭 11円03銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 464,712 226,208

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

464,712 226,208

    普通株式の期中平均株式数(株) 20,510,846 20,510,846

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 22円65銭 ―

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 4,273 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 
２ 【その他】

平成28年５月２日開催の取締役会において、平成28年３月20日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のと

おり期末配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　    369,195千円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　 　18円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成28年５月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年８月２日

アルインコ株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   北  本     敏     印
 

 
 
　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   桃  原  一  也   印
 

　

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアルインコ株式

会社の平成28年３月21日から平成29年３月20日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年３月21日から平

成28年６月20日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年３月21日から平成28年６月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アルインコ株式会社及び連結子会社の平成28年６月20日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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